
自動運航船および実装メカニズムの多層的モデルベース設計手法の提案 

Multi-Layered Model-Based Design Methodology of Autonomous Vessels and Implementation 

Mechanisms 

○中島拓也（東京大学大学院）*1  村山英晶（東京大学大学院）*2  青山和浩（東京大学大学院）*3 

*1  Takuya Nakashima, 5-1-5 Kashiwanoha, 277-8568, nakashima@s.otpe.k.u-tokyo.ac.jp
*2  Hideaki Murayama, 5-1-5 Kashiwanoha, 277-8568, murayama@edu.k.u-tokyo.ac.jp

*3  Kazuhiro Aoyama, 7-3-1 Hongo, 113-8656, aoyama@race.t.u-tokyo.ac.jp

キーワード:自動運航船，MBSE，社会技術システム，システムオブシステムズ(SoS)

1. 緒  言 

 自動運航船は，ヒューマンエラーが約 8 割を占める海上

事故の減少，船員不足の解消と離島航路の維持，産業競争

力の強化など，産業や社会における様々な問題を解決する

ものとして期待されている．  

このような新しいコンセプトの船舶を実装するためには，

船舶のみならずそれを取り巻くインフラ，規制，ビジネス

環境なども考慮した設計が必要である．つまり，自動運航

船が導入された社会をシステムオブシステムズ (System of 

Systems: SoS) としてとらえることが必要である． 

モデルベースシステムズエンジニアリング（MBSE）は，

複雑なシステムの実現を，対象のモデル化を通じて支援す

る手法であり，自動運航船の概念設計・開発にも有効であ

る．しかし，システムオブシステムズの構成要素としての

自動運航船の要件定義手法について議論されている文献は

見当たらない． 

そこで本研究では，自動運航船の実現のための多層的な

技術的・社会的システム設計シミュレータを提案するとと

もに，活用イメージを紹介する．自動運航船の導入過程を

模擬する産業メカニズムシミュレータにより，政策立案者

や製造者，船主など，導入に関わるステークホルダの適切

な意思決定の組合せを探るとともに，自動運航船の導入ロ

ードマップや，目標達成に必要な船舶システムへの要求を

抽出する．その後，自動運航船の航行シミュレータにより，

船舶システムの要求を達成するための各種搭載サブシステ

ムに対する性能要求を抽出する．

本アプローチを用いることで，これまで個別に検討され

てきた異なるレイヤの設計オプションを統合的に議論，評

価することが可能となる． 

2. 背  景 

2.1. 自動運航船 

2.1.1. 開発状況  自動運航船の社会実装に向けた実証

実験，研究開発が世界各国で進んでいる．国内でも，船舶

の自動化については 1960 年代から機関室業務の自動化を

中心に検討されてきた(1)．2010 年代に入り，欧州において

Rolls Royce が主導する MUNIN，DNV GL の ReVolt 等のプ

ロジェクトが組成し，研究開発が進んできた．日本でも

2010 年代後半から国土交通省海事生産性革命（i-shipping）

プロジェクト等で研究開発が本格化し，2022 年，日本財団

が主導する無人運航船プロジェクト MEGURI2040 におい

て，内航船の無人運航を世界に先駆けて成功させた (2)．

「2040 年には国内を走る船の 50％が無人運航船となる」

ことを目指し，2023 年 7 月には社会実装に向けた第二弾の

始動が発表されている(3)．

2.1.2. 自動運航船の特徴  自動運航船の特徴について

自動運転車との違いを踏まえて述べる．自動車の場合は 1

人の運転手の運転タスク（Dynamic Driving Task: DDT）を

自律化の対象とするが，船舶は，見張り，操船，機関保守，

離着桟等を複数の人間が分担して担当しており，自律化の

対象タスクその度合いが多様である．あわせて，長期間海

上での勤務を前提としていることから，業務実施場所を陸

上に移す遠隔化による業務遂行のメリットと合わせて検討

されることが多い．上記のことから，自動運転は明確に

SAE J3016(28)の自律化レベルが定義される一方，自動運転

は複数の異なる定義が提唱されている状況である(23) (24)．  

さらに，大型船の場合は特に急停止，急旋回が困難なう

え，波や潮流によりその性能が大きく変化する．また，長

期間海上での運航がなされ，頻繁な保守・交換などが難し

いことから，一部機器の故障や不具合がある中での運航も

想定される．また，自動車は道路や信号等，移動可能範囲

および制約が多い一方，海上ではその自由度が高い．航行

ルールを定めた海上衝突予防法  (COLREGs) にも遭遇す

るすべての場合が記載されているわけではなく，時と場合

に応じた臨機応変な対応が必要である．

このような制約の中，完全な自動運航，無人運航のハー

ドルが高い．タスクや遭遇状況に合わせて，人と機械との

役割分担を設計していく必要がある． 

2.2. モデルベースアプローチ 

自動運航船を効果的に設計するうえでは，設計対象をシ

ステムとしてとらえるシステムズアプローチ，およびその
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機能や振る舞いを抽象化して表現するモデルベースアプロ

ーチが有効である(1)．以下に主な手法と適用するうえでの

課題を整理する． 

 

2.2.1. MBSE （モデルベース・システムズエンジニアリン

グ）  Systems Engineering (SE) とは，システムを実現す

るための学際的かつ統合的なアプローチおよび手段

（INCOSE(4)）であり，システムを仕様化，設計，統合，評

価，検証するプロセスを体系化したものである．航空宇宙

等，領域をまたぐ大規模かつ複雑なシステムを扱う組織や

プロジェクトで活用されてきた．SE では，そのアプローチ

を体系的に表現した V モデルがよく参照される（Fig.1）．

システム設計フェーズでは，運用概念  (Concept of 

Operation: ConOps) を明確に記載するとともに，システム

の概要を示すことからシステムレベルの要求抽出，アーキ

テクティングが開始される． 

中でも，Model Based Systems Engineering (MBSE) は，統

一された「記述モデル」(SysML, OPM 等) によりシステム

に対する要求，振る舞い，アーキテクチャ（構造）を表現

することで，SE における表現の曖昧さを排除したものであ

る(5)． 

 

 

Fig.1  Systems Engineering Vee Model 

(Allouis et al. (6)等をもとに著者作成) 

 

2.2.2. MBD （モデルベース開発）   Model Based 

Development (MBD) は，製品・要素の機能を数値モデルで

表現し，シミュレーションを行いながら開発を進める手法

である．実機を構築する前（V モデルの左側）にてシミュ

レーションを通じて検証を実施することで，開発の手戻り

を少なくすること（フロント・ローディング(7)）を目的と

する．航空業界および自動車業界で導入が進んでおり，モ

デルの標準化等の動きも進んでいる(8)．実現したい機能お

よびその「数値モデル」が確立されている前提で成り立つ

ものである． 

 

2.3. 自動運航船の MBSE, MBD 導入における課題 

自動運航船の開発において MBSE，MBD を採用するうえ

では様々な課題があるが，特に ConOps（運用コンセプト）

設計，および要求抽出・分解に大きな壁があると考える． 

 

2.3.1. 運用コンセプト  前述の通り，一口に自動運航船

といっても対象となる船舶の種類や海域，自律化されるタ

スクおよび自律化レベル，遠隔化の有無等様々な形態があ

る．Negenborn et al. (9)も，これらを認識する重要性および

ユースケースを想定ことの必要性を提起している．導入目

標等は示されている例があるものの，その社会実装に至る

具体的な道筋について示している事例は見当たらない．ま

た，国際海事機関 (IMO) において，自動運航船に関する国

際規制にて議論が開始されており，2028 年より発行する強

制 Code のあり方が議論されている(10)ほか，衛星 VDES 等

海上通信インフラの進展に向けた動きが進んでいる (11)な

ど，取り巻く法制度，インフラ，その他ビジネス環境も変

化し続けることが想定される．通常 20 年以上使われる船

舶システムを設計するうえでは，これらの外部環境の変化

を考慮したコンセプト設計が望まれる． 

 

2.3.2.要求抽出と分解  究極的に目指すべきは，自動運

航船が導入されることで社会的便益を生むことであり，そ

れを達成するための自動運航船の望ましい特性を可視化す

ることが必要である．その自動運航船の特性も，運用環境

にも左右されるほか，構成要素間の相互作用にも依存する．

例えば，計画策定を担うサブシステムの精度が高かったと

しても，そのための状況把握の精度が十分でなければシス

テムとしての自律化は達成できない．システムの特性と構

成要素の特性との関係性を可視化することも必要である． 

現状では，目的から要求を抽出し，振る舞いやアーキテ

クチャを記述する際は「記述モデル」を用いた MBSE，そ

の振る舞いやアーキテクチャが要求を満たすかシミュレー

ションで検証する際は「数値モデル」を用いた MBD が用

いられている．ただ，システム構築の目的を整理し，そこ

からシステム要求を抽出する際，またサブシステムレベル

の要求を分解する際にも，「数値モデル」を用いたシミュレ

ーションが有効と考える． 

 

3. 目  的 

 自動運航船のMBSEおよびMBDを進める上では，特に，

システムズ・エンジニアリングの最上段である ConOps の

作成，およびシステム・サブシステムレベルでの要件定義

が重要な要素である一方，社会実装を踏まえた具体的な構

築方法については体系化されていない． 

そこで，本研究では，自動運航船の社会実装の実現を踏

まえた初期設計プロセス，具体的には ConOps の設計，お

よび船舶システムに対する要件定義を効果的に行うための，

モデルベースアプローチ手法について提案する．社会技術

システムを構成するステークホルダ，およびシステム開発

におけるステークホルダ間の合意形成の支援を目指す．ま

た，内航貨物船の見張り・操船タスクの自律化を題材に，

本手法を適用したケーススタディを実施する． 

 

4. 手  法 

 自動運航船の社会実装のために，船舶コンセプトや関連

ルール，政策を統合的に議論するためのマルチレイヤのモ

デルベース設計手法を提案する．ここでは，国内の内航貨

物船における自動運航船の導入，を例に概説する．手法の

全体像を Fig.2 に示す． 
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4.1. 記述モデルを用いた問題の構造化 

まずは，記述モデルを通じて自動運航船を取り巻く社会

システム，および自動運航システムそのものを構造化し，

異なるレイヤの要求の関係性を具体化する． 

 

4.1.1. System of Systems のモデル記述  自動運航船が

社会・産業にもたらす価値を整理するため，まずは

Stakeholder Value Network を用いて，自動運航船が関与する

ステークホルダと価値の流れを可視化した．また，自動運

航のメリットとして，Kim et al. (12)は安全性（事故削減），

セキュリティ（人質リスク解消），環境（燃料削減），経済

性（貨物量増加），人的要素（陸上勤務の実現），その他社

会影響（船員不足解消）等を挙げている．これを踏まえ，

自動運航船が影響を与えうる価値（矢印）に属性を付記す

る形で整理した． 

 

4.1.2. 自動運航船のモデル記述  自動運航船の機能と

その構成を，Dori によって提唱されたシステム記述方法で

ある OPM (Object Process Methodology) (13)を用いて記述し，

機能・振る舞いと構成を明確化した．また，自動運航船の

もたらす価値について，機能の属性として合わせて整理し

た． 

 

4.1.3 SoSおよびシステム特性の構造化  上記を踏まえ，

SoS および自動運航船に求められる特性について整理し，

その関係性について品質機能展開(14)を用いて整理した．産

業の要求品質，船としての品質特性，機能別サブシステム

としての特性，の 3 段階に分けてその関係性を整理した． 

 

4.2. 数値計算モデルを用いた定量化 

記述モデルを用いた整理により，顧客のニーズとシステ

ム，サブシステム特性の関係性を可視化できるものの，具

体の顧客ニーズを達成するうえで求められる定量的な要求

についてアプローチすることは難しい．そこで，記述モデ

ルを参考にしながら，異なる時間スケールでの数値シミュ

レーションを実施する． 

 

4.2.1.産業メカニズムモデル  自動運航船の導入率を見

積もるための産業メカニズムモデルについては，Nakashima 

et al. (15)を用いた．ストック・フロー図で表現されたモデル

の概要を Fig.3 に示す．船隊ストックに船の新規建造およ

び解撤によるフローを考え，新造船の導入は船主の採用モ

デルに従って導入される．あわせて，必要に応じて船主が

レトロフィットを判断するプロセスを追加している．

Nakashima et al.では，搭載される自律化技術は離着桟

（Berthing），航行（Navigation），船体・機関監視（Monitoring）

の 3 つのタスクに分けて考えている．ここで，航行に関し

ては，開発プロジェクトの状況を考慮して，半自律化（Semi-

autonomous）のオプションを設けている．各自律化技術の

R&D 活動，および技術の運用による経験値が蓄積すること

で，技術成熟度（Technology Readiness Level: TRL(16)）が向

上することにより，その技術を採用している船の自律化に

よる利用価値及び安全性が向上する．そこに，新たな技術

を用いて船を建造することによる経験値によるコスト低減

等のファクターも加えている．ここに，外部の補助金や補

助事業，規制を導入することを想定する． 

ここで，各自律化技術の TRL はタスクの代替度合と想定

し，TRL6 以下は 0%，TRL7 は 25%，TRL8 は 50%，TRL9

は 100%として設定している．また，TRL は研究開発投資

及び運用経験によって増加する関数として表現している． 

対象は内航海運全体，船のサイズは代表的な 499G/T に

代表させ，2022 年から 2050 年までの計算を行った．5 名乗

員(17)とし，内航船の全隻数（5,213 隻（令和 5 年）(18)）に

掛け合わせることで大方の船員数(17)を再現する．自動運航

船の導入ロードマップ（各年の自動運航技術・レベル別の

導入割合）に加え，船員数，想定事故発生数，および各自

律化技術の TRL の推移が出力される． 

 

 

Fig.2  Schematic Image of the Methodology 
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Fig.3  Image of Industry Mechanism Model(1) 

 

4.2.2. 自動運航船ポテンシャル評価モデル  上記を通

じて，必要な自動運航船の自律化タスクごとの要求に関す

る時系列目標が提示される．これを踏まえて，本研究では，

航行（Navigation）について，その達成可能性を評価するた

め，航行シミュレーションを用いて評価する事例を提案す

る．自律航行システムは，各機器レベルではなく，航行サ

ブシステムを構成する認知（自船状況，目的地，他船の把

握等），判断（避航計画策定），操作（避航計画に合わせた

舵角や出力の調整）の 3 つのサブシステムで構成されると

仮定する．簡易的に，自船・他船認知誤差をガウス分布で

仮定し，それぞれの標準偏差を設定する形で，センサの位

置推定機能の精度を表現した．また，計画策定サブシステ

ムについては，Nakamura and Okada(17)の避航モデルを用い

た．各船の運動は野本のモデル(18)を用いて表現している．

制御の不確実性については，運動モデルの係数の実値をガ

ウス分布に従って毎ステップ変化させることで表現した．

なお，シミュレータの時間間隔は 1 秒，時間積分は 4 次ル

ンゲ・クッタ法を用いる．水深や陸地などの地理的環境や，

海象・気象条件については考慮していない．概要を Fig.4 に

示す． 

 

 

Fig.4  Image of Ship navigation Model(19) 

 

 なお，想定する航行シナリオは，本来的にはすべての考

えられる航行環境，すなわち自動運航船の運航時の遭遇状

況をカバーする形で，自動運航システムの運航設計領域 

(Operational Design Domain: ODD) (20)が設定されるのが望ま

しい（遭遇状況においては，ISO34503(20)においては Target 

Operational Domain: TOD と表現される）． 

ただし，そのすべての状況を網羅するにはシミュレーシ

ョンとはいえ膨大な計算が必要である(21)ことから，検証の

ための効率的なシナリオ抽出方法が望まれる．シナリオ抽

出方法については現在自動運転の分野などにおいて多くの

研究がなされているが(22)，本研究では議論しない． 

 

4.2.3. 自動運航システムの性能の解釈  ここで，自動

運航システムに求められる性能については，自律化タスク

ごとに，自律化度合と，ODD の TOD カバー率によって，

そのタスクの負荷軽減度合いが設定されると考える．なお，

ODD/TOD は単純な指標化が難しく，ODD 該当項目ごとの

発生確率の分布，およびその相関関係も含めて算出される

が，本論文では考え方の提案のみにとどめる． 

自律化度合（レベル）については，ロイド船級協会(23)や

自動運航船に関するコンソーシアム One Sea(24)等が提案を

しているが，今回は人のタスクの代替度合いと考える． 

また，日本海事協会(25)は，「目標指向型で自動運航船の具

体的な安全要件を検討する際には，システムの自律レベル，

自動運航船の運航可能領域，オーバーライドの方法，の 3

つの視点から総合的に検討することが重要」としている．

人の関与オーバーライドも含めて自律化度合とし，自律化

タスクを軸に取る形で整理すると，この体積そのものがタ

スクのカバレッジ，すなわち自動運航システムの性能とし

て定義されうる．イメージを Fig. 5 に示す． 

今回の産業メカニズムモデル用いた TRL についても基

本的にはこの解釈であり，例えば TRL7 の場合は 25%の負

荷軽減が実現された状態，となる（技術的には実現されう

るが，導入是非は規制やコスト等他要因に委ねられる）． 

 

 

Fig.5  Performance evaluation model of autonomous ship 

 

5. ケーススタディ 

5.1. 産業メカニズムを用いた社会実装シナリオの作成 

日本財団の目標である，「2040 年時における無人船 50%」

の達成を，内航貨物船全体で達成することを目標とした際

に，どのような社会実装シナリオがありうるかを検証した． 

「2040 年の完全自律船の普及率 50%」を達成したあるケ

ースの船体構成の遷移を Fig.6 に示す．離着桟自律化・航行

半自律化船が 2027 年から導入され始め，2035 年に完全自

動運航船が導入される．2040 年にはレトロフィットも加速

し内航船の「完全自動運航船」50%を達成する．Fig.7 に，

当該シナリオにおいて想定される船員数の推移を示す．こ

こで，内航船の船員数は 2040 年にはおよそ半減するもの

の，追加的に遠隔オペレータが 6000 人強配置される結果

となっている．また，Fig.8 に各技術の TRL の伸びを示す．

離着桟，航行，船体・機関監視の自律化技術の成熟度が，

2030 年，2034 年，2038 年に TRL9 に到達することが想定
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されている． 

 

 

Fig.6  Timeline for estimated fleet composed by autonomous 

ship type 

 

 

Fig.7  Timeline for estimated number of seafarers 

 

 

Fig.8  Timeline for estimated TRL for each technology 

 

5.2. 航行シミュレーションを用いた性能要求 

上記により，抽出された目標達成シナリオを踏まえた際

の自動運航技術開発の目安が抽出された．この航行

（Navigation）部分の目標を達成するためのサブシステムの

要求性能を測るべく，航行シミュレーションを用いて算出

する．今回の目標設定シナリオにおいては，2034 年に 100%

のタスク代替を達成することが期待されている．  

今回，航行シミュレーションについては，自船位置把握

の精度は十分に担保できるとし，サブシステムの性能要求

として，操船時の他船認知および制御の精度に絞って評価

を行った．計画策定サブシステムは前述の Nakamura and 

Okada の避航アルゴリズムを用いると仮定した．  

想定される運航領域（TOD）について，今回は，簡易的

に，平水中，かつ 1 対 1 の避航に特化したシナリオのみを

抽出した．具体的には，他船の速力および相対角のみをシ

ナリオパラメータとして設定した． 

評価メトリクスとしては他船からの距離が 50 m 未満に

なる危険事象の発生確率とした． Sobol’列を用いたサン

プリングで準モンテカルロシミュレーションを行い，ガウ

ス過程回帰を用いて応答関数を作成することで面的かつ確

率的な評価を行った． 

結果の一例として，他船認知  の不確実性を  0.002，

Control の不確実性を 0.1 と設定した結果を Fig.9 に示す．

クライテリアを満たした面積は約 98%であったが，この値

そのものが ODD/TOD となるわけではなく，発生状況の分

布状況や実際の運用を踏まえて，より実用的な値が設定さ

れることが想定される． 

 

 

Fig.9  Sample results for navigation simulation 

 

これを踏まえて，想定されるサブシステムの構成やサブ

システム特性（認知・制御精度や計画策定アルゴリズムそ

のもの）を変化させながら，目標達成シナリオに合わせた

性能要求が具体化される． 

その後，同様に，サブシステム要求を達成するために，

認知側のレーダやカメラ，制御側の舵，プロペラ等の構成

機器の相互作用を踏まえつつ，目標を達成しうる可能性を

評価する必要がある．材料力学の分野で材料選定の手法と

して活用されている Ashby 法(26)では，材料・プロセスを設

計の重要な要素と考え，最初に材料・プロセスを決めるの

ではなく，要件を定めて設計というプロセスを通して柔軟

かつ合理的に材料・プロセスを決定していく．自動運航シ

ステムにおいても，様々な搭載機器・技術が開発される中，

サブシステムの要求を明確化したうえで設計を進めること

が有効である可能性がある． 

 

6. 考  察 

本研究では，自動運航船の実現のための多層的な技術的・

社会的システム設計シミュレータを提案した．以下に，提

案した手法のユースケースと限界について述べる． 

 

6.1. 本手法のユースケース 

本手法のユースケースとして，段階的なワークショップ

を通じ合意形成を支援することが考えられる．まず，自動

運航船の実装に関連するステークホルダ（行政や保険会社

等を含む）で社会実装シナリオシミュレーションを実施し，

有望な社会実装シナリオを（場合によって複数）選択する．

[ Designシンポジウム2023  講演論文集 ]

176



 

その後，開発者（造船所，舶用機器メーカ等）で各サブシ

ステムの性能目標幅やオプションを提示，サブシステムの

性能目標についてシナリオ別に評価を行うことで，ConOps

および要求を具体化する． 

また，通常，産業政策とシステムの導入現場に関する政

策については，異なる行政組織・部署が所管している場合

が多い．例えば，新たな通信インフラ導入等の運航支援施

策の効果について，産業支援施策の観点での一体的な評価

が可能となる．具体的には，導入により X%増加すること

ができたことは，自動運航船の導入に関しては Y 年分，Z

円規模の施策となる，といった議論がなされることが想定

される．これまで個別に検討されてきた異なるレイヤの設

計問題を統合的に議論，評価することが可能となる． 

 

6.2. 研究の限界 

本研究では，シナリオモデルを抽出した産業モデルにお

いて，船隊構成をある船型に代表させて計算する等，様々

な仮定を置いている．前述のワークショップ等を通じ，意

見を踏まえながら，合意形成を図ることが望ましい．作成

したシナリオモデルについては，実際のステークホルダに

よる評価を通じて実施してもらうのが望ましい． 

社会実装のあり方についても，内航船の船員の代替のみ

に絞って記述しており，活用ユースケースの拡大等は踏ま

えていない．ユースケースを拡張することで，SoS として

の社会実装のあり方も変化しうるほか，望まれる技術要求

も変化することが想定される． 

また，安全性の検証のための網羅的かつ効果的なシナリ

オの抽出は，非常に大きな課題であり，自動車の自動運転

でも盛んに議論されている（ISO34502(27)など）．本研究にお

いては平水中，かつ避航に特化したシナリオのみを抽出し

ているが，本来，想定されうるすべて航行パターンにおけ

るシナリオについて，網羅性を踏まえた評価がなされるこ

とが望ましい． 

 

7. 結  言 

本研究では，自動運航船の実現のための多層的な技術的・

社会的システム設計シミュレータを提案するとともに，活

用ユースケースを紹介した．本アプローチを用いることで，

自動運航船の導入ロードマップや，目標達成に必要な船舶

システムの ConOps および要件定義を支援する． 

本アプローチは，自動運航船のみならず，社会実装を通

じ た 業 界 変 革 を 期 待 さ れ る 社 会 技 術 シ ス テ ム

（Sociotechnical System: STS）にも応用可能な枠組みと考え

る．システムバウンダリの外にある社会と，開発システム

の相互作用を認識した上でシステム設計を行うためのアプ

ローチとして，システム設計における認識共有，場合によ

っては合意形成に有効であると考える． 
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